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平成26年「高年齢者の雇用状況」集計結果 

 東京労働局（局長 西岸正人）では、高年齢者を 65 歳まで雇用するための「高年齢者雇用

確保措置」の実施状況などをまとめました、平成26年「高年齢者の雇用状況」（6月 1日現在）

の集計結果を公表します。 

 

       高年齢者雇用確保措置の実施済み企業は９８．９％に大きく進展 

        高年齢者雇用確保措置を「実施済み」の企業の割合は98.9％（25,120社）となり、 

平成25年の92.1％から6.8ポイントの増加となった。【表１－１】 

          ◆ 中小企業は98.8％（20,385社）（対前年差7.4ポイント増加） 

          ◆ 大 企 業は99.6％（ 4,735社）（ 同  4.5ポイント増加） 

 

       希望者全員が６５歳以上まで働ける企業は６５．２％に増加 

        希望者全員が65歳以上まで働ける企業の割合は65.2％（16,549社）となり、 

平成25年の58.3％から6.9ポイントの増加となった。【表２－１】 

          ◆ 中小企業は68.7％（14,174社）（同7.5ポイント増加） 

          ◆ 大企業は50.0％（2,375社）（同4.3ポイント増加） 

        なお、70歳以上まで働ける企業の割合は15.0％（3,819社）となっている。【表３】 

 

        ６０歳以上の常用労働者数が８０万人を超える 

        東京労働局管内の31人以上規模の企業に雇用される60歳以上の常用労働者は、集計 

を開始した平成21年以後毎年増加し、平成26年6月1日現在で806,424人となった。【表５】 

 また、６０歳定年企業における定年到達者100,719人のうち、継続雇用された人は 

79,161人(78.6％）、継続雇用を希望しない定年退職者は21,276人(21.1％）、継続雇用 

を希望したが継続雇用されなかった人は282人(0.3％）となっている。【表４－１】 

 

  東京労働局、ハローワークでは、全ての企業で高年齢者雇用確保措置が実施されるよう未実施企業 

に対する個別の指導援助を強力に推進するとともに、希望者全員が65歳以上まで働ける企業の拡大の 

ための啓発指導に取り組みます。 

  また、定年退職や継続雇用終了後も再就職を希望する方に対し、ハローワークでの担当者制等によ 

るきめ細かな職業相談・職業紹介を実施するとともに、高年齢者の雇入れに対する助成金などの施策 

を効果的に活用し、早期再就職を支援してまいります。 
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 「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」（以下「高年齢者雇用安定法」といいます。）

では 65 歳までの安定した雇用を確保するため、企業に「定年の廃止」や「定年の引上げ」、

「継続雇用制度の導入」のいずれかの措置（高年齢者雇用確保措置）を講じるよう義務付け、

毎年 6 月 1 日現在の高年齢者の雇用状況の報告を求めています。 

 今回の集計結果は、この雇用状況を報告した東京都内の従業員 31 人以上の企業約２万５

千社の状況をまとめたものです。 

 なお、この集計では、常時雇用する労働者が 31 人～300 人規模を「中小企業」、301 人以

上を「大企業」としています。 

 集計の詳細は、次ページ以下をご参照ください。 

＜集計対象＞ 

常時雇用する労働者が 31 人以上の企業 25,391 社 

中小企業（31～300 人規模）： 20,637 社 

大企業 （301 人以上規模）： 4,754 社 
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１ 高年齢者雇用確保措置の実施状況 

  (1) 全体の状況 

  高年齢者雇用確保措置（以下「雇用確保措置」という。）の実施済企業の割合は98.9％（25,120社） 

（対前年差6.8ポイント増加）、雇用確保措置が未実施である企業の割合は1.1％（271社）（同6.8

ポイント減少）となっている。【表１－１】 

 
   ※ 平成25年4月に制度改正（継続雇用制度の対象者を限定できる仕組みの廃止)があったため、 

     平成24年と25年の数値は単純比較できない。 

 

(2) 企業規模別の状況 

  雇用確保措置の実施済企業の割合を企業規模別に見ると、大企業では99.6％（4,735社）（同4.5 

ポイント増加）、中小企業では98.8％（20,385社）（同7.4ポイント増加）となっている。 

 

(3) 雇用確保措置の内訳 

  雇用確保措置の実施済企業のうち、 

  ①「定年制なし」により雇用確保措置を講じている企業は2.6％（655社）（同35社増加）、 

  ②「定年の引上げ」により雇用確保措置を講じている企業は14.8％（3,713社）（同176社増加）、 

  ③「継続雇用制度の導入」により雇用確保措置を講じている企業は82.6％（20,752社）（同1,632

社増加） 

  となっており、継続雇用制度により雇用確保措置を講じる企業の比率が高い。【表１－２】 
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(4) 継続雇用制度の内訳 

「継続雇用制度の導入」により雇用確保措置を講じている企業（20,752社）のうち、 

①希望者全員を対象とする65歳以上の継続雇用制度を導入している企業は58.7％（12,181社） 

（同3.4ポイント増加）、 

②高年齢者雇用安定法一部改正法の経過措置(注)に基づく継続雇用制度の対象者を限定する基準 

がある継続雇用制度を導入している企業（経過措置適用企業）は41.3％（8,571社） 

（同3.4ポイント減少） 

となっている。【表１－３】 

 

 

（注）経過措置とは 

  高年齢者等の雇用の安定等に関する法律の一部を改正する法律附則第3項の規定に基づき、既に労使協定

により継続雇用制度の対象となる高年齢者に係る基準を定めている事業主は、男性の年金（報酬比例部分）

支給開始年齢が段階的に引き上げられることに合わせ、当該基準の対象者の年齢を平成37年3月31日まで

段階的に引き上げながら、当該基準を定めてこれを用いることができるもの。 

 

(5) 継続雇用先の内訳 

「継続雇用制度の導入」により雇用確保措置を講じている企業（20,752 社）の継続雇用先について、 

自社のみである企業は 89.1％（18,488 社）、自社以外の継続雇用先（親会社・子会社、関連会社等）

のある企業は 10.9％（2,264 社）となっている。【表１－４】 
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２ 希望者全員が 65 歳以上まで働ける企業等について 

(1) 希望者全員が65歳以上まで働ける企業の状況 

  希望者全員が65歳以上まで働ける企業は16,549社（対前年差1,812社増加）、割合は65.2％ 

（同6.9ポイント増加）となっている。【表２－１】 

  企業規模別に見ると、 

   ①中小企業では14,174社（同1,586社増加）、68.7％（同7.5ポイント増加） 

   ②大企業では2,375社（同226社増加）、50.0％（同4.3ポイント増加）、 

  と増加している。 

   産業別に見ると、医療・福祉(76.5%)、生活関連サービス・娯楽(76.4%)、教育・学習支援(75.6%)

の順で高い割合となっている一方、製造(59.8%)、金融・保険(50.9%)、不動産・物品賃貸(57.2%)

は60％を下回っている。【表２－２】 

 

 

  (2) 70歳以上まで働ける企業の状況 

    70歳以上まで働ける企業は、3,819社（同216社増加）、割合は15.0％（同0.7ポイント増加）と 

なっている。 

  企業規模別に見ると、 

①中小企業では3,370社（同184社増加）、16.3％（同0.8ポイント増加）、 

     ②大企業では449社（同32社増加）、9.4％（同0.5ポイント増加）、 

となっている。【表３】 
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３ 定年到達者等の動向について 

   (1) 定年到達者の動向 

  過去１年間（平成25年6月1日から平成26年5月31日）の60歳定年企業における定年到達者 

（100,719人）のうち、 

①継続雇用された者は79,161人（78.6％）（うち子会社・関連会社等での継続雇用者は6,647人） 

②継続雇用を希望しない定年退職者は21,276人（21.1％） 

③継続雇用を希望したが継続雇用されなかった者は282人（0.3％） 

となっている。【表４－１】 

 

 

 

 

 (2) 経過措置に基づく継続雇用制度の対象者を限定する基準の適用状況 

  平成26年4月１日から平成26年5月31日までの間に、経過措置に基づく対象者を限定する基準が 

ある企業において、基準を適用できる年齢（61歳）に到達した者（26,835人）のうち、基準に該当し 

引き続き継続雇用された者は 24,106 人（89.8％）、継続雇用の更新を希望しなかった者は 2,327 人

（8.7％）、継続雇用を希望したが基準に該当せずに継続雇用が終了した者は402人（1.5％）となって

いる。【表４－２】 
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４ 高年齢労働者の状況 

(1) 年齢階級別の常用労働者数について 

  31人以上規模企業における常用労働者数（約976万6千人）のうち、60歳以上の常用労働者数は 

80万6千人で8.3％を占めている。 

  年齢階級別に見ると、60～64歳が56万5千人、65～69歳が18万9千人、70歳以上が5万2千人 

となっている。 

 

  (2) 雇用確保措置の義務化後の高年齢労働者の推移 

  51人以上規模企業における60歳以上の常用労働者数は約77万9千人であり、雇用確保措置の 

義務化前(平成17年)と比較すると、約47万7千人増加している。 

  31人以上規模企業における60歳以上の常用労働者数は約80万6千人であり、31人以上規模企 

業の集計を開始した平成21年と比較すると、約19万2千人増加している。【表５】 

 

    

 

 

５ 今後の取組 

  (1) 雇用確保措置の定着に向けた取組 

  引き続き、雇用確保措置未実施企業に対する行政指導を強力に実施するとともに、賃金・退職金 

制度や人事制度などの見直しが必要な企業には、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構と 

連携し、企業診断システムサービスによる高年齢者の活用に向けた企業の課題・問題点の把握、 

高年齢者雇用アドバイザーによる具体的な対応策の提案など、企業個別に支援し、早期に雇用確保 

措置が講じられるよう取り組む。 

 

  (2) 生涯現役社会の実現に向けた「70歳まで働ける企業」の普及・啓発 

  少子・高齢化の進行、将来の労働力人口の低下、団塊世代の65歳への到達等を踏まえ、年齢に 

かかわりなく働ける「生涯現役社会」の実現に向け、希望者全員65歳までの雇用確保を基盤として 

「70歳まで働ける企業」の普及・啓発に取り組む。 
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